
第66回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」及
び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第17条の定めに基づ
き、当社ウェブサイト（https://www.ryosan.co.jp/）に掲載することによ
り、株主の皆様に提供しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 17,690 19,114 57,039 △6,533 87,310

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,811 △2,811

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 5,359 5,359

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,547 △0 2,547

当 期 末 残 高 17,690 19,114 59,586 △6,534 89,857

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,526 1 824 △52 2,299 89,609

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,811

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 5,359

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △269 0 2,810 26 2,567 2,567

連結会計年度中の変動額合計 △269 0 2,810 26 2,567 5,114

当 期 末 残 高 1,257 1 3,634 △25 4,867 94,724
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 15社
主要な連結子会社の名称
HONG KONG RYOSAN LIMITED
EDAL ELECTRONICS COMPANY LIMITED
ZHONG LING INTERNATIONAL TRADING（SHANGHAI）CO., LTD.
DALIAN F.T.Z RYOSAN INTERNATIONAL TRADING CO., LTD.
RYOTAI CORPORATION
SINGAPORE RYOSAN PRIVATE LIMITED
RYOSAN IPC（MALAYSIA）SDN. BHD.
RYOSAN（THAILAND）CO., LTD.
RYOSAN INDIA PRIVATE LIMITED
KOREA RYOSAN CORPORATION
RYOSAN TECHNOLOGIES USA INC.
RYOSAN EUROPE GMBH

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称等
アイオーコア株式会社
青島三源泰科電子科技有限公司

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連 結 子 会 社 の ZHONG LING INTERNATIONAL TRADING（SHANGHAI）CO., LTD. 及 び
DALIAN F.T.Z RYOSAN INTERNATIONAL TRADING CO., LTD.の決算日は12月31日であ
り、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。
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（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ………移動平均法による原価法
なお、投資事業組合等への出資持分については、直近の決算日の
財務諸表を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法を採用し
ております。

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品及び仕掛品……………移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により
算定）

ハ．デリバティブ（為替予約）の評価基準及び評価方法
デリバティブ………………………時価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）
主として定率法によっております。
ただし、当社については、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016
年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
主な耐用年数は、建物及び構築物は８年から50年、その他は５年から15年であります。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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④ 収益及び費用の計上基準
当社グループは、半導体・電子部品を販売するデバイス事業及びIT機器等を販売するソリューション
事業を行う専門商社として国内外の電子機器メーカー等の得意先に対し、商品の販売を行っており、
顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す義務を負っております。両事業ともに当該履行
義務は、商品又は製品を顧客に引き渡した時点において顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得
し履行義務が充足されると判断し、当該時点において収益を認識しております。
取引価格の算定については、原則として顧客との契約において約束された対価によって算定しており
ますが、ソリューション事業における一部の取引で、顧客に支払われる対価の一部を売上高から直接
減額しております。
また、代理人として行われる取引については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に支払う額を
控除した純額で取引価格を算定しております。
取引の対価は、履行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおり
ません。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した金額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理しております。

ハ．未認識数理計算上の差異の計上方法
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累
計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑥ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外子会社の資産、負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額のうち、当社持分は純資産の部における
為替換算調整勘定に含めております。

⑦ 重要なヘッジ会計の処理
イ．ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約取引については
振当処理を行っております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………為替予約取引
ヘッジ対象………外貨建債権・債務及び外貨建予定取引
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ハ．ヘッジ方針
外貨建取引に係る為替変動リスクをヘッジするため、原則として、顧客からの受注時又は仕入先へ
の発注時に、その取引毎に決済日を基準として個別に為替予約取引を行うこととしております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法
外貨建ての受注金額、発注金額又は金銭債権債務に同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替
予約を振り当てる方法により、為替予約締結後の外国為替相場の変動による対応関係が確保されて
いる為替予約取引については、有効性の評価を省略しております。

⑧ のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、５年間で均等償却しております。

２．会計上の見積りに関する注記
商品及び製品
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 52,636百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループが保有する商品及び製品は、市場の需給の影響を受け市場価格が低下する場合や、顧客
の生産中止などにより販売し切れなくなる場合等があり、当該収益性の低下を商品及び製品の評価に
反映させるため、評価基準として原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用してお
ります。当該評価基準の適用に当たっては、保有理由区分及び回転率に基づいて評価を行う一般在庫
評価と、個別に将来の販売可能性に基づいて評価を行う個別在庫評価により見積りを行っております
が、顧客の所要数量が急激に下落する等、見積りの前提と実績が乖離した場合には、廃棄や評価の見
直しが必要となり、翌期の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

３．会計方針の変更に関する注記
（1）「収益認識に関する会計基準」等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）
等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
従来、顧客に支払われる対価の一部を売上原価に計上していましたが、売上高から減額する方法に変更しまし
た。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年
度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当連結会計年度における連結計算書類に与える影響は軽微であります。
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（2）「時価の算定に関する会計基準」等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。これによる当連結会計年度における連結
計算書類に与える影響はありません。
また、「７．金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記
を行うこととしております。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

投資有価証券 175百万円
上記資産は、アルプスアルパイン株式会社等に対する仕入債務（4,456百万円）の担保に供しておりま
す。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 6,551百万円

５．連結損益計算書に関する注記
（1）売上原価に含まれる棚卸資産評価損
期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、前連結会計年度の評価損の戻入額と当連結会計
年度の評価損を相殺した結果、当連結会計年度の売上原価に棚卸資産評価損の戻入額が463百万円含まれて
おります。
（2）減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

宮城県仙台市 売却予定資産 建物及び土地等
当社グループは、原則として、営業拠点を基本単位としてグルーピングを行っており、遊休資産及び売却予定
資産については物件単位毎にグルーピングしております。
上記売却予定資産となっている建物及び土地等は売買契約を締結したことに伴い、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失（19百万円）として特別損失に計上しました。
その内訳は、建物及び構築物３百万円、土地16百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しております。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期首株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株 式 数 （千 株）

普 通 株 式 25,000 － － 25,000

（2）自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期首株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株 式 数 （千 株）

普 通 株 式 1,571 0 － 1,571
（注）普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百 万 円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2021 年 ５ 月 14 日
取 締 役 会 普通株式 1,639 70 2021年３月31日 2021年６月９日

2021 年 11 月 10 日
取 締 役 会 普通株式 1,171 50 2021年９月30日 2021年12月８日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年５月13日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 1,639 70 2022年３月31日 2022年６月８日
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７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的かつ安全性の高い金融資産で運用することを基本として
おります。
また、資金調達については後述する為替変動リスクを回避するために短期的な外貨建て資金の銀行借
入を行うほか、銀行借入及びコマーシャル・ペーパーの発行により運転資金を調達しております。デ
リバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であり
ます。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、当社グループの債権管理規程、販売管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う
とともに、顧客の信用状況を定期的に把握しております。
また、海外に事業展開していることから生じる外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されてお
りますが、原則として外貨建ての営業債務とネットしたポジションについて外貨建てで銀行借入を行
うことにより、為替の変動リスクを回避しております。営業取引については、仕入通貨と売上通貨は
同一にすることを原則としておりますが、同一に出来ない取引の場合は、先物為替予約を利用してヘ
ッジしております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり市場価格の変動リスクに晒されております
が、定期的に把握した時価を取締役会に報告しております。
長期性預金は、満期日において元本金額が全額支払われる安全性が高い金融商品でありますが、デリ
バティブ内包型預金で当該契約は金利の変動リスクを内包しておりますため、定期的に時価を把握す
る体制をとっております。
営業債務である買掛金の支払期日は１年以内であります。また、その一部には外貨建て営業債務があ
り為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に外貨建て営業債権残高の範囲内にあります。
短期借入金は主に上記の為替変動リスクを回避するため、コマーシャル・ペーパーは買掛金の支払に
充てるために発行しております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（(注２) 参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額

（＊） 時価（＊） 差額

① 投資有価証券 2,738 2,738 －
② 長期預金 300 264 (35)
③ デリバティブ取引 (5) (5) －
（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注１）現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、未収入金、買掛金、短期借入金、コマーシャ
ル・ペーパー、未払金ならびに未払法人税等については短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似
することから、注記を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 37
関連会社株式 3
関連会社出資金 85

投資事業有限責任組合への出資 136
上記市場価格のない株式等につきましては、「① 投資有価証券」には含めておりません。
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（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに
分類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格によって算定した時価
レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定

に関するインプットを用いて算定した時価
レベル3の時価：観察出来ない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を区分しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 2,738 － － 2,738

デリバティブ取引

通貨関連 － 1 － 1

資産計 2,738 1 － 2,740

デリバティブ取引

通貨関連 － 7 － 7

負債計 － 7 － 7

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

長期預金 － 264 － 264

資産計 － 264 － 264
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しており活発な市場で取引されているため、レベル1の時価に分類してお
ります。
長期預金
長期預金はデリバティブ内包型預金であり、時価は金利等の観察可能なインプットを用いて取引先金融機関
から提示された価格に基づき算定しており、レベル2の時価に分類しております。
デリバティブ取引
為替予約の時価は為替レートや金利等の観察可能なインプットを用いて取引先金融機関から提示された価格
に基づき算定しており、レベル2の時価に分類しております。

８．退職給付に関する注記
（1）採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度のほか確定給付企業年金制度及
び確定拠出型年金制度を設けております。一部の在外連結子会社は、確定給付型制度を設けており、簡
便法による退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

（2）確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 4,997百万円
勤務費用 252
利息費用 39
数理計算上の差異の発生額 △15
退職給付の支払額 △373
その他 3
退職給付債務の期末残高 4,904

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 3,767百万円
期待運用収益 47
数理計算上の差異の発生額 4
事業主からの拠出額 557
退職給付の支払額 △372
年金資産の期末残高 4,003
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③ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給
付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 4,904百万円
年金資産 △4,003

900
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 900

退職給付に係る負債 900
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 900

④ 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 252百万円
利息費用 39
期待運用収益 △47
数理計算上の差異の費用処理額 18
確定給付制度に係る退職給付費用 263

⑤ 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
数理計算上の差異 38百万円

⑥ 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
未認識数理計算上の差異 36百万円

⑦ 年金資産の主な内訳
保険資産（一般勘定） 100％

⑧ 長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を
構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑨ 数理計算上の計算基礎に関する事項
割引率 0.82％
長期期待運用収益率 1.25％
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（3）簡便法を適用した確定給付制度
① 簡便法を適用した退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 180百万円
勤務費用 6
退職給付の支払額 △21
制度への拠出額 △4
その他（為替評価替による影響額） 7
退職給付債務の期末残高 167

② 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給
付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 24百万円
年金資産 △21

3
非積立型制度の退職給付債務 163
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 167

退職給付に係る負債 167
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 167

③ 退職給付費用
簡便法で計算した退職給付費用 ６百万円

（4）確定拠出制度
当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、154百万円であります。
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９．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

棚卸資産評価損 247百万円
繰延資産償却超過額 18
投資有価証券 53
ゴルフ会員権 43
未払事業税等 52
未払賞与 270
退職給付に係る負債 284
未払金否認 239
その他 581
繰延税金資産小計 1,791

評価性引当額 △383
繰延税金資産合計 1,408

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △331
在外子会社の留保利益 △1,341
その他 △38
繰延税金負債合計 △1,710
繰延税金負債の純額 △301

（注）繰延税金負債の純額のうち、295百万円は連結貸借対照表の固定資産の「繰延税金資産」に含ま
れております。

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1
住民税均等割 0.3
外国源泉税 1.3
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1
評価性引当額の増減 2.5
外国子会社の税率差異 △4.9
在外子会社の留保利益 3.5
その他 0.7
税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.0
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10．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
報告セグメント

デバイス事業 ソリューション
事業 計

半導体 179,398 － 179,398

電子部品 61,432 － 61,432

IT機器 － 16,160 16,160

ソリューション － 15,655 15,655

顧客との契約から生じる収益 240,831 31,816 272,647

外部顧客への売上高 240,831 31,816 272,647

（2）収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注
記(4)会計方針に関する事項④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

（3）当期及び翌期以降の収益の金額を認識するための情報
① 契約負債の残高等
当社グループの契約負債については、残高に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
また、過去の期間に充足した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が1年を超え
る重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 4,043円20銭
（2）１株当たり当期純利益 228円75銭
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株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計

当 期 首 残 高 17,690 19,114 19,114
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 － － －
当 期 末 残 高 17,690 19,114 19,114

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計別途積立金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 1,371 19,300 11,976 32,648 △6,533 62,919
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,811 △2,811 △2,811
当 期 純 利 益 2,848 2,848 2,848
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 － － 37 37 △0 36
当 期 末 残 高 1,371 19,300 12,014 32,686 △6,534 62,956

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1,526 1 1,527 64,447
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,811
当 期 純 利 益 2,848
自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △269 0 △269 △269
事業年度中の変動額合計 △269 0 △269 △232
当 期 末 残 高 1,257 1 1,258 64,214
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

…………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法
なお、投資事業組合等への出資持分については、直近の決算日の財
務諸表を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法を採用してお
ります。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品及び仕掛品……………移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算
定）

③ デリバティブ（為替予約）の評価基準及び評価方法
デリバティブ………………………時価法

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得
した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
主な耐用年数は、建物は８年から50年、工具・器具及び備品は５年から15年であります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、のれんは５年で償却しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。なお、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当該為替予約
の円貨額に換算しております。
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（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 投資損失引当金
関係会社に対する投資による損失に備えるため、関係会社の財政状態を勘案し、その必要額を計上し
ております。

③ 退職給付引当金
従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により按分した金額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。
未認識数理差異計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。

④ 債務保証損失引当金
子会社への債務保証等に係る損失に備えるため、子会社の財政状態を勘案し、損失負担見込額を計上
しております。

（5）収益及び費用の計上基準
当社は、半導体・電子部品を販売するデバイス事業及びIT機器等を販売するソリューション事業を行う
専門商社として国内外の電子機器メーカー等の得意先に対し、商品の販売を行っており、顧客との販売
契約に基づいて商品又は製品を引き渡す義務を負っております。両事業ともに当該履行義務は、商品又
は製品を顧客に引き渡した時点において顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得し履行義務が充足
されると判断し、当該時点において収益を認識しております。
取引価格の算定については、原則として顧客との契約において約束された対価によって算定しておりま
すが、ソリューション事業における一部の取引で、顧客に支払われる対価の一部を売上高から直接減額
しております。
また、代理人として行われる取引については、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に支払う額を控
除した純額で取引価格を算定しております。
取引の対価は、履行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりま
せん。
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（6）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約取引については、
振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………為替予約取引
ヘッジ対象………外貨建債権・債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針
外貨建取引に係る為替変動リスクをヘッジするため、原則として、顧客からの受注時又は仕入先への
発注時に、その取引毎に決済日を基準として個別に為替予約取引を行うこととしております。

④ ヘッジの有効性評価の方法
外貨建ての受注金額、発注金額又は金銭債権債務に同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替予
約を振り当てる方法により、為替予約締結後の外国為替相場の変動による対応関係が確保されている
為替予約取引については、有効性の評価を省略しております。
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２．会計上の見積りに関する注記
商品及び製品
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 30,734百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」に掲載した内容と同一であります。

３．会計方針の変更に関する注記
（1）「収益認識に関する会計基準」等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）
等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
従来、顧客に支払われる対価の一部を売上原価に計上していましたが、売上高から減額する方法に変更しま
した。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期
首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当事業年度における計算書類に与える影響は軽微であります。
（2）「時価の算定に関する会計基準」等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業
会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定
める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。これによる当事業年度における計算書類
に与える影響はありません。
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４．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

投資有価証券 175百万円
上記資産は、アルプスアルパイン株式会社等に対する仕入債務（4,456百万円）の担保に供しておりま
す。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 5,762百万円
（3）保証債務等
① 関係会社の金融機関からの借入等に対する保証書及び経営指導念書差入れによる偶発債務残高

10,742百万円
② 関係会社の仕入先に対する連帯保証債務残高

743百万円
③ 関係会社の仕入先に対する債務保証残高

6,786百万円
（4）関係会社に対する金銭債権、債務
① 関係会社に対する短期金銭債権 5,150百万円
② 関係会社に対する短期金銭債務 611百万円

５．損益計算書に関する注記
（1）売上原価に含まれる棚卸資産評価損

期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、前事業年度の評価損の戻入額と当事業年度
の評価損を相殺した結果、当事業年度の売上原価に棚卸資産評価損の戻入額が276百万円含まれており
ます。

（2）関係会社との取引高
① 売 上 高 23,112百万円
② 仕 入 高 1,109百万円
③ その他の営業取引高 207百万円
④ 営業取引以外の取引による取引高 2,213百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当 事 業 年 度 末
株式数（千株）

普 通 株 式 1,571 0 － 1,571
（注）普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。
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７．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

棚卸資産評価損 187百万円
減価償却超過額 18
投資有価証券 65
子会社株式 398
ゴルフ会員権 43
未払賞与 249
退職給付引当金 224
債務保証損失引当金 422
貸倒引当金 2
その他 412
繰延税金資産小計 2,024

評価性引当額 △924
繰延税金資産合計 1,099

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △331
その他 △2
繰延税金負債合計 △333
繰延税金資産の純額 766

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の100分の５以下である
ため、記載を省略しております。

― 22 ―

2022年05月25日 19時37分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（単位：百万円）
種 類 会 社 等 の 名 称 所在地 資 本 金 又

は 出 資 金
事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額 科 目 期 末

残 高

子会社 HONG KONG RYOSAN
LIMITED 香 港 ５百万

香港ドル
半導体及び
電子部品
販売業

直接 99％
間接 1 ％

商品の仕入販売
債 務 保 証
役員の兼任

債務
保証
(注1)

3,891 － －

子会社

ZHONG LING
INTERNATIONAL
TRADING
（SHANGHAI）
CO., LTD.

中 国 27百万
人民元

半導体及び
電子部品
販売業

直接 100％
商品の仕入販売
債 務 保 証
役員の兼任

債務
保証
(注1)

3,853 － －

子会社 RYOTAI CORPORATION 台 湾
80百万

ニュー台湾
ドル

半導体及び
電子部品
販売業

直接 100％
商品の仕入販売
債 務 保 証
役員の兼任

債務
保証
(注1)

2,830 － －

子会社 KOREA RYOSAN CORPORATION 大 韓
民 国

1,000百万
ウォン

半導体及び
電子部品
販売業

直接 100％
商品の仕入販売
債 務 保 証
資金の援助
役員の兼任

債務
保証
(注1)

1,400 － －

子会社 SINGAPORE RYOSAN
PRIVATE LIMITED

シンガ
ポール

１百万
シンガポー
ルドル

半導体及び
電子部品
販売業

直接 100％
商品の仕入販売
債 務 保 証
役員の兼任

債務
保証
(注1)

2,215 － －

子会社 EDAL ELECTRONICS
COMPANY LIMITED 香 港 １百万

香港ドル
半導体及び
電子部品
販売業

直接 90％
間接 10％

債 務 保 証
役員の兼任

債務
保証
(注1)
(注2)

2,061
債務保
証損失
引当金

1,380

（注1）借入先の金融機関及び仕入先に対して債務保証を行っております。債務保証に係る保証料等は受領しておりません。
（注2）当事業年度において債務保証損失引当金繰入額1,380百万円を計上しております。

９．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記(5)収益及び費用の計上
基準」に記載のとおりです。

10．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,740円93銭
（2）１株当たり当期純利益 121円60銭
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